
 

『Ｈ３０年度税制改正大綱（７） 事業再編および組織再編へ手当』 
 

 今度の改正では、著しい生産性向上に向けた大規模かつ迅速な事業再編により、戦略分野への選

択と集中、プラットフォームの提供、事業ポートフォリオ転換等を進めるための所要の環境整備が行わ

れる。 

 産業競争力強化法の改正を前提に、法人が同法の特別事業再編計画（仮）の認定を、改正法施行の

日から平成３３年３月３１日までの間に受けた事業者の行った同計画に基づく産業競争力強化法の特

別事業再編（仮）により、その有する株式（出資含む）を譲渡し、その認定を受けた事業者の株式の交付

を受けた場合には、その譲渡損益の計上が繰り延べられる（所得税も同様）。 

 また、組織再編税制も見直される。１）完全支配関係がある法人間で行われる当初の組織再編成の後

に適格株式分配を行なうことが見込まれる場合、当初の組織再編成の適格要

件のうち完全支配関係の継続要件は、その適格株式分配の直前の時までの関

係により判定する。２）当初の組織再編成の後に完全支配関係がある法人間で

の従業者又は事業の移転が見込まれる場合にも、適格要件のうち従業者従事

要件及び事業継続要件を満たすこととする。３）無対価組織再編成について、適

格組織再編成となる類型の見直しを行う。また非適格組織再編成となる場合の

処理方法を明確化する。 
 

『平成３０年度けんぽ保険料率 昨年同様全国平均１０．０％』 
       

 第９０回全国健康保険協会運営委員会が開催され、平成３０年度の協会けんぽの保険料率が決定し

た。昨年度同様、全国平均は１０．０％で、全国一律の介護保険料率は昨年度の１．６５％から０．０８％

引き下げられて１．５７％となる。 

 健康保険料率は都道府県ごとに異なる。協会けんぽでは都道府県ごとに支部を設定、支部ごとに年

齢階級別加入者数、医療給付費、年齢階級別加入者１人当たり医療給付費、総報酬額等を元にそれ

ぞれの保険料率を設定している。３０年度の保険料率が最も高い都道府県は佐賀県の１０．６１％、つい

で徳島県、大阪府となった。一方、最も低いのは新潟県の９．６３％で、以下長野県、静岡県が続く。保険

料率の最高値と最低値を見ると、平成２９年度には０．７８％だったのに対し、３０年度では１％近い差が

生じていることがわかる。 

 ３０年度の保険料率で引下げとなるのは２４都県、引上げは１８道府県、据置き

が５県だ。東京都の保険料率は平成２８年度が９．９６％、２９年度には９．９１％と

なり、３０年度は９．９０％となる。一方、大阪府では２８年度は１０．０７％、２９年度

が１０．１３％となり、３０年度は１０．１７％に引き上げられる。なお、新保険料率は

４月納付分から適用される。（愛知県は9.92％から9.90％に引き下げ） 
  
   出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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